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[bookmark: _Toc235800656]提出書類の記載及び提出要領

[bookmark: _Toc235800657]守秘義務対象資料の提供申込時における提出書類

(1) 守秘義務対象資料提供申込書　　　　　　　　　　　　　　　	 （様式第1号）
守秘義務対象資料の提供申込を行う企業は、記名押印の上、提出すること。

[bookmark: _Toc235800658]入札説明書等に対する質問書に関する提出書類

(1) 質問書　　　　　				　		　　　（様式第2号）

[bookmark: _Toc235800659]参加表明書及び参加資格確認申請書等に関する提出書類
以下の(1)～(2)（以下「参加表明書及び参加資格確認申請書等」という。）に示す書類を正１部提出すること。なお、提出時には(1)～(2)の電子データを格納したCD-R又はDVD-Rを１枚同封すること。

(1) 参加表明及び参加資格確認に関する提出書類
ア 参加表明兼参加資格確認申請書　　　　　　　　　　　　　　　（様式第3-1-1号）
イ 共同企業体入札参加資格確認申請書　　　　　　　　　　　　　（様式第3-1-2号）
ウ 共同企業体協定書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第3-1-3号）

本業務の参加資格確認申請について、代表者及び構成員に関する次に示す必要書類を添付のうえ、提出すること。

＜添付書類＞
1 会社概要（パンフレット等の使用も可）
2 商業登記簿謄本（提出日において発行日より３ヶ月以内のもの）
3 印鑑証明書（提出日において発行日より３ヶ月以内のもの）
4 消費税及び地方消費税納税証明書の原本又は写し
5 秋田県税の納税証明書の原本（「県税の徴収金について滞納のないこと」の証明を取得のうえ、提出すること）
6 社会保険料納入証明書又は社会保険料納入確認書（適用除外事業所を除く）
7 暴力団排除に係る誓約書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第3-1-4号）
8 役員名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第3-1-5号）

(2) 参加資格要件確認書類
ア 同種業務の実績ア、イ及びウ並びにその添付書類　　　　　　　　（様式第3-2-1号）
イ 保有資機材の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第3-2-2号）
ウ 現場代理人の経歴・資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第3-2-3号）
エ 産業廃棄物収集運搬業の許可及び浄化槽保守点検業者登録許可証の写し
オ 配置予定技術者の資格・業務経歴等及びその添付書類　　　　　　　（様式第3-2-4号）

[bookmark: _Toc235800660]入札時の提出書類
入札時は、次の（1）に示す書類（以下「入札書等」という。）及び次の(2)～(4)に示す書類（以下「提案審査書類」という。）を作成し、指定の部数を提出すること。（3）技術提案書に必要な書類は正本１部、副本１２部を用意すること。なお、正本の表紙には、「正本」である旨を記入し、副本の表紙には、右肩に１から１２までの番号を付けること。

	入札時の提出書類
	規格等
	部数

	（1）入札書等
	ア　入札書
	A4
	各１部

	
	イ　委任状
	
	

	
	ウ　事業費内訳書
	
	

	提案審査書類
	(2)提案審査書類提出届等
	ア　提案審査書類提出届
	A4
	正本１部

	
	
	イ　提案確認書
	
	

	
	
	ウ　業務要求水準に関する誓約書
	
	

	
	
	エ　要求水準チェックリスト
	
	

	
	(3)技術提案書
	A4
	正本１部
副本12部

	
	(4)提案審査書類の電子データ
	DVD-R
	２部


　
(1) 入札書等	  					　	 	　 
ア 入札書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 （様式第4-1-1号）
イ 委任状（代理人が入札書等と提案審査書類を持参する場合のみ提出）
　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （様式第4-1-2号）
ウ 事業費内訳書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第4-1-3号）

(2) 提案審査書類提出届等
ア 提案審査書類提出届　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第4-2-1号）
イ 提案確認書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第4-2-2号）
ウ 業務要求水準に関する誓約書　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第4-2-3号）
エ 要求水準チェックリスト　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第4-2-4号）


(3) 技術提案書

	審査項目
	主たる記載事項
	最大
枚数
	対応
様式

	提案概要書
	・公表を前提とした技術提案書の概要版
	A4×3頁
	4-3-1

	全体方針
	業務方針
	・本業務の目的、背景を踏まえた業務理解
・本業務の10年間で業務を適切に実施するための方針
	A4×1頁
	4-3-2

	
	実施体制、
技術者配置
計画
	・本業務を実施するために必要な人員配置の計画
・単独の企業又は複数の企業から構成される共同企業体における業務の役割分担
・欠員等が生じた場合においても業務を継続的に実施するための補完・応援体制の考え方
・10年の業務期間中、本業務を適切に実施するために要する人材の育成・確保方針
	A4×2頁
	4-3-3

	
	安全・
危機管理
	・本業務期間中に想定されるリスク
・通常時の安全管理、危機管理及び事故予防に対する考え方と要求水準を満たすための対応方法及び工夫
・異常時、緊急時、災害時等の対応方法
・下水道管路に係る近年の事故を踏まえ、安全管理、危険予知に対する意識を共有し、事故を予防するための実効性のある仕組み
	A4×3頁
	4-3-4

	各業務の提案
	管路施設
維持管理
	・巡視、点検、洗浄、計画的調査、清掃について、要求水準を満たすための進め方及び工夫
・点検、計画的調査を効率的かつ効果的に進めるための創意工夫
・緊急対応が必要な異常を発見した場合の対応の考え方
・不明水調査、管路施設小破修繕、住民対応が必要となった場合の対応の考え方
	A4×3頁
	4-3-5

	
	マンホール
形式ポンプ場
維持管理
	・保守点検について、要求水準を満たすための進め方及び工夫
・保守点検を効率的かつ効果的に進めるための創意工夫
・緊急対応が必要となった場合の対応の考え方
	A4×1頁
	4-3-6

	
	統括管理
	・統括的に業務をマネジメントし、要求水準を満たすための考え方、方法
・モニタリングの実施方法が示されているか
・複数業務の統括的なマネジメントによる利点を活かした有効な提案及び課題を解消する提案
	A4×1頁
	4-3-7

	
	更新計画案
作成
	・更新計画案作成に向けた維持管理情報の収集、管理、分析の方法
・更新計画案作成を適切に進めるための工夫
	A4×1頁
	4-3-8

	その他提案
	地域貢献
	・緊急時の連携・協力体制の効果的な構築による地域住民の不安解消や、業務を通じた現状のサービス水準の向上、および住民理解を促進するための周知活動など、地域社会へ貢献する取組や工夫
	A4×2頁
	4-3-9

	
	秋田県及び
関連市町村での広域的な業務に関する提案
	・秋田県及び関連市町村が一体的に業務を実施する背景・目的
・業務を進める上での主要な課題・重要事項
・業務を効果的かつ効率的に進めるための工夫
	A4×1頁
	4-3-10

	
	維持管理と
更新の一体
マネジメント
	・情報連携に関する協定書を踏まえ、維持管理情報及び更新計画案に関する連携の考え方及び進め方
	A4×1頁
	4-3-11

	
	段階的確定
業務の考え方
	・業務期間中に段階的確定業務が発生した場合も業務を継続的、安定的に実施するための方法
・段階的確定業務を適切に実施するための工夫
	A4×1頁
	4-3-12



[bookmark: _Toc235800661]入札辞退時の提出書類
入札辞退時は、次の書類を１部提出すること。

入札辞退届 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第5号）
[bookmark: _Toc235800662]
作成及び提出上の留意点

[bookmark: _Toc235800663]提出書類の位置づけ
書類の作成に当たっては、落札者決定基準を熟読し、提出書類の審査上及び契約上の位置づけをよく理解すること。

[bookmark: _Toc235800664]企業名の記載
入札時の提出書類のうち、企業名は第１章 ４(1)、(2)及び(3)の正本のみに記入し、副本には一切の企業（代表者及び構成員以外の企業も含む）、名称（通称、略称を含む）及びこれらの企業を類推できるものの記載（ロゴマークの使用や自社独自開発技術の固有名称など）は行わないこと。

[bookmark: _Toc235800665]記載内容
・明確かつ具体的に記述すること。
・分かりやすさ、見やすさに配慮し、必要に応じて図、表、写真、スケッチ等を適宜利用すること。
・造語や略語は、専門用語、一般用語を用いて初出の箇所に定義を記述すること。
・他の様式や補足資料に関連する事項が記載されている等、参照が必要な場合には、該当するページを記入すること。
・提出書類に使用する言語は日本語とし、すべて横書きとする。また、単位はSI単位、通貨単位は日本円、時刻は日本標準時（UTC+9）とすること。
・提出書類において消費税及び地方消費税を含めた額を記入する場合には、すべて10%で計算すること。
・住所等については、略さず〇条○丁目○番○号等は正確に記載すること。また、政令指定都市は市から、それ以外は都道府県から記載すること。
・電子メールアドレスについては、携帯電話のメールアドレスは記載しないこと。
・各様式において、記述が必要とされている事項については、必ず記述すること。

[bookmark: _Toc235800666]書式等
・使用する用紙は、特に指定のない限り、日本工業規格「A4判」縦長横書き片面とし、上下左右には20mm程度の余白を設けること。
・分かりやすさ、見やすさに配慮し、技術提案書で使用する文字の大きさは、図表等を除き10.5ポイント以上とし、適度な行間を設けること。
・枚数制限が定められている場合は、それを遵守すること。
・ページが複数にわたる場合は、右肩に指定された記載箇所に「通し番号/当該様式全体の総頁数」を記入すること。また、ページ下部中央に（3）技術提案書（様式4-3-1～4-3-12）の通しページ数を付すこと。
・ページ右下に、県から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている登録記号を付すこと。
・各様式の枠内に記載されている注記事項については、削除したうえで提案内容を記載すること。

[bookmark: _Toc235800667]提出要領
・参加表明書及び参加資格確認申請書等の提出に際しては、様式第3-1-1号から第3-2-4号までをA4ファイルに番号の若い順に一括して綴じ、必要な添付書類を添付したうえで、表紙及び背表紙に「参加表明及び参加資格確認申請等に関する提出書類」と記載の上、提出すること。
・入札書（様式第4-1-1号）と事業費内訳書（様式第4-1-3号）は封かんのうえ、１部を提出すること。封筒には「秋田県知事　鈴木　健太 様」と「秋田県下水道管路等包括管理業務委託（第３期）」を記載し、「入札書在中」と朱書を行い代表者の名称及び住所を表記すること。封筒については横書き又は縦書きのいずれも可とする。
・委任状（様式第4-1-2号）を提出する場合は、様式に従い記入押印のうえ、入札書提出場所に提出すること。
・以下に示す書類をA4ファイルに番号の若い順に一括して綴じ（添付書類を含む。）、表紙及び背表紙に「提案書」と記載するとともに、県から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている登録記号を記載の上、提出すること。
様式第4-2-1号から第4-2-4号まで（正本のみ）
様式第4-3-1号から第4-3-12号まで

[bookmark: _Toc235800668]提案内容の電子データ
入札時は、提案審査書類提出届等のア～エ、技術提案書（正本、副本の双方）に必要な書類までの提案内容がすべて保存されているDVD-Rを２部提出すること。１枚に収まりきらない場合は、複数枚に分けて提出することも認める。
電子データを保存するアプリケーションソフトは、様式集で定める形式（Microsoft Word又はMicrosoft Excel（いずれもWindows対応））とする。なお、Microsoft Excelで作成する様式は、関数、計算式等を残した状態で提出すること。
図面は、使用ソフトをMicrosoft Word又はMicrosoft Excelに限定しないが、提出するデータはPDF形式とする（ただし、テキストや画像のコピーが有効な設定とすること）。
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[bookmark: _Toc235800669]様式集

１　守秘義務対象資料の提供申込時における提出書類
（様式第1号）守秘義務対象資料提供申込書

２　入札説明書等に関する質問書に関する提出書類
（様式第2号）質問書

３　参加表明書及び参加資格確認申請書等に関する提出書類
（様式第3-1-1号）参加表明兼参加資格確認申請書
（様式第3-1-2号）共同企業体入札参加資格確認申請書
（様式第3-1-3号）共同企業体協定書
（様式第3-1-4号）暴力団排除に係る誓約書
（様式第3-1-5号）役員名簿
（様式第3-2-1号）同種業務の実績ア及びイ及びウ及びその添付書類
（様式第3-2-2号）保有資機材の状況
（様式第3-2-3号）現場代理人の経歴・資格
（様式第3-2-4号）配置予定技術者の資格・業務経歴等及びその添付書類

４　入札時の提出書類
(1)入札書等
（様式第4-1-1号）入札書 
（様式第4-1-2号）委任状（代理人が入札書等と提案審査書類を持参する場合のみ提出）
（様式第4-1-3号）事業費内訳書

(2)提案審査書類提出届等
（様式第4-2-1号）提案審査書類提出届
（様式第4-2-2号）提案確認書
（様式第4-2-3号）業務要求水準に関する誓約書
（様式第4-2-4号）要求水準チェックリスト

(3)技術提案書
（様式第4-3-1号）提案概要書
（様式第4-3-2号）業務方針
（様式第4-3-3号）実施体制、技術者配置計画
（様式第4-3-4号）安全・危機管理
（様式第4-3-5号）管路施設維持管理
（様式第4-3-6号）マンホール形式ポンプ場維持管理
（様式第4-3-7号）統括管理
（様式第4-3-8号）更新計画案作成
（様式第4-3-9号）地域貢献
（様式第4-3-10号）秋田県及び関連市町村での広域的な業務に関する提案
（様式第4-3-11号）維持管理と更新の一体マネジメント
（様式第4-3-12号）段階的確定業務の考え方

５　入札辞退時の提出書類
（様式第5号）入札辞退届





















[bookmark: _Toc43730252][bookmark: _Toc235800670]１　守秘義務対象資料に係る提出書類
[bookmark: _Toc235800671]
（様式第1号）守秘義務対象資料提供申込書
令和８年　　月　　日


秋田県下水道管路等包括管理業務委託(第３期)
守秘義務対象資料提供申込書

秋田県知事　鈴 木 健 太　様

住所：　　　　　　　    
商号又は名称：　　　　　　　    
代表者氏名：　　　　　　　　　　印

令和８年７月３１日付で公告がありました「秋田県下水道管路等包括管理業務委託（第３期）」に関し、守秘義務対象資料について、提供を申し込みます。

	担当者
	

	部　署
	

	資料送付先住所
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	



＜資料の貸与に際しての誓約事項＞
１ 資料は、本業務への参加を検討する目的以外の目的で利用しないこと。
２ 貸与を受けた資料の秘密を保持し、第三者に開示しないこと。
３ 前項までに定める秘密の保持は、本業務に参加しない場合及び落札者とならなかった場合においても、存続するものとする。なお、資料及びコピーデータは、落札者決定後、速やかに適切な方法で破棄すること。
４ 資料より得た情報の利用にあたって、第三者の権利利益を侵害した場合は、利用者が一切の責任を負うこと。
以　上





















[bookmark: _Toc43730253][bookmark: _Toc235800672][bookmark: _Toc43730254]２　入札説明書等に関する質問書に関する提出書類
[bookmark: _Toc235800673]
（様式第2号）質問書


※ 本様式はMicrosoft Excel形式を参照のこと。





















[bookmark: _Toc43730255][bookmark: _Toc235800674]３　参加表明及び参加資格確認申請等に関する提出書類
[bookmark: _Toc235800675]
（様式第3-1-1号）参加表明兼参加資格確認申請書
令和８年　　月　　日


参加表明兼参加資格確認申請書

秋田県知事　鈴 木 健 太 様
共同企業体名：　　　　　　　　　　　　
共同企業体構成員
所在地：　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　  
代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　印








当社は、秋田県から令和８年７月３１日付で公告がありました「秋田県下水道管路等包括管理業務委託（第３期）」（以下「本業務」という。）に係る総合評価一般競争入札への参加を表明します。また、参加資格要件について確認されたく、本書及び必要な関係書類を提出します。
なお、地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと、会社更生法に基づく更生手続開始又は民事再生法に基づく民事再生手続開始の申立て中でないこと、秋田県税に滞納がないこと、社会保険に加入し、かつ社会保険料に滞納がないこと（適用除外事業所を除く。）並びに添付書類の内容が事実と相違ないことを誓約します。





注１　共同企業体で応募する場合には、企業ごとに別葉としてください。
注２　単独企業で応募する場合には、本頁右上の共同企業体名の記入欄及びその下の「共同企業体構成員」の文言を削除して使用ください。

　枚目／　枚中
[bookmark: _Toc235800676][bookmark: _Hlk92455961]
（様式第3-1-2号）共同企業体入札参加資格確認申請書


[bookmark: _Hlk92455604]共同企業体入札参加資格確認申請書

令和８年　月　日

契約担当者
　　　　　　　　　　　　　　　　　あて
共同企業体の名称
代表者の所在地
商号及び代表者　　　　　　　　　印

構成員の所在地
商号及び代表者　　　　　　　　　印

構成員の所在地
商号及び代表者　　　　　　　　　印

秋田県が発注する秋田県下水道管路等包括管理業務委託（第３期）（以下「業務」という。）の入札に参加したく、関係書類を添えて参加資格の確認を申請します。
なお、この申請の日から存続期間が終了する日までの間、次の権限を当共同企業体の代表者に委任します。この場合の使用印は次のとおりです。

委任事項
１　業務の遂行に関し、当企業体を代表して秋田県と折衝する権限
２　業務の入札及び見積もりに関する一切の権限
３　業務代金及び前払金の請求及び受領に関する一切の権限
４　その他業務の遂行に関する諸届け及び諸報告の提出に係る一切の権限


使用印








[bookmark: _Toc235800677][bookmark: _Hlk92455985]（様式第3-1-3号）共同企業体協定書

共同企業体協定書

（目的）
第１条　当企業体は、（ 業 務 名 ）業務（以下「業務」という。）を共同連帯して営むことを目的とする。

（名称）
第２条　当企業体は、○○共同企業体（以下「企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）
第３条　当企業体の事務所を（ 所 在 地 ）に置く。

（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、（　年　月　日）に成立し、業務の委託契約の履行後３月を経過するまでの間は解散することができない。
２　業務を受託することができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該業務に係る委託契約が締結された日をもって解散するものとする。

（構成員）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
所在地 （ 所 在 地 ）
商号 （ 商 号 ）
代表者（ 代 表 者 氏 名 ）

所在地 （ 所 在 地 ）
商号 （ 商 号 ）
代表者（ 代 表 者 氏 名 ）

所在地 （ 所 在 地 ）
商号 （ 商 号 ）
代表者（ 代 表 者 氏 名 ）

（代表者の名称）
第６条　当企業体は、（ 所 在 地 ）（ 商 号 ）（ 代 表 者 氏 名 ）を代表者とする。

（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、業務の実施に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、秋田県と折衝する権限並びに入札書及び見積書の提出、受託代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（構成員の出資の割合等）
第８条　当企業体の構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、業務について、秋田県と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。
（ 所 在 地 ）（ 商 号 ）（ 代 表 者 氏 名 ） （構成割合 ％）
（ 所 在 地 ）（ 商 号 ）（ 代 表 者 氏 名 ） （構成割合 ％）
（ 所 在 地 ）（ 商 号 ）（ 代 表 者 氏 名 ） （構成割合 ％）
２ 金銭以外の出資については、時価を参しゃくのうえ構成員が協議して評価するものとする。

（業務分担）
第９条　各構成員の業務分担は、次のとおりとする。ただし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更増減があったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。
（ 所 在 地 ）（ 商 号 ）（ 代 表 者 氏 名 ） （分担する業務名）
（ 所 在 地 ）（ 商 号 ）（ 代 表 者 氏 名 ） （分担する業務名）
（ 所 在 地 ）（ 商 号 ）（ 代 表 者 氏 名 ） （分担する業務名）

（運営委員会）
第10条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに業務の基本に関する事項、資金管理方法、当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、業務の完成に当たるものとする。

（構成員の責任）
第11条　各構成員は、業務の委託契約の履行に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）
第12条　当企業体の取引金融機関は、（ 金 融 機 関 名 ）とし、共同企業体の名称を冠した代表者の名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（決 算）
第13条　当企業体は、業務の完了時に決算するものとする。

（利益金の配当の割合）
第14条　決算の結果、利益を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。
（欠損金の負担の割合）
第15条　決算の結果、欠損が生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員が欠損金を負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）
第16条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。

（業務期間途中における構成員の脱退に対する措置）
第17条　構成員は、秋田県及び他の構成員の承認がなければ、当企業体が業務を完成する日までは脱退することができない。
２ 構成員のうち業務期間途中において前項の規定により脱退したものがある場合においては、残存構成員が共同連帯して業務を完成する。
３ 第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４ 脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５ 決算の結果、利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。

（構成員の除名）
第18条　当企業体は、構成員のうちいずれかが、業務期間途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２ 前項の場合においては、除名した構成員に対しその旨を通知しなければならない。
３ 第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。

（業務期間途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第19条　構成員のうちいずれかが業務期間途中において破産又は解散した場合においては、第17条第２項から第５項までの規定を準用するものとする。

（代表者の変更）
第20条　代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表とすることができるものとする。

（解散後の契約不適合責任）
第21条　当企業体が解散した後においても、業務に契約不適合責任があったときは、各構成員は共同連帯してその責を負うものとする。

（協定書に定めのない事項）
第22条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

（ 所 在 地 ）（ 商 号 ）（ 代 表 者 氏 名 ）、他○名は、上記のとおり共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書（構成員数＋１通）を作成し、各通に構成員が記名押印して各自所持する他、参加資格確認申請書に１通添付するものとする。


（ 年 月 日 ）

共同企業体の名称
代表者の所在地
商号及び代表者　　　　　　　　　　印

構成員の所在地
商号及び代表者　　　　　　　　　　印

構成員の所在地
商号及び代表者　　　　　　　　　　印




[bookmark: _Toc235800678]（様式第3-1-4号）暴力団排除に係る誓約書
令和８年　月　日

暴力団排除に係る誓約書

秋田県知事　鈴 木 健 太　様

	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	
	印



当社は、「秋田県下水道管路等包括管理業務委託（第３期）」に係る総合評価一般競争入札への参加にあたり、秋田県暴力団排除条例（平成23年秋田県条例第29号。以下「条例」という。）を遵守し、下記のとおり誓約するとともに、今後も下記１ないし６の各項に該当することを誓約します。
なお、この誓約に違反した場合は、貴県から参加資格の取消、入札参加停止、契約解除等のいかなる措置を受け、かつ、その事実を公表されても異存ありません。
また、秋田県知事が警察署長に下記１及び２に関して意見照会すること並びに警察署長から得た情報を秋田県の他の事務又は業務において暴力団を利することとならないように利用することについて同意します。

記

１　役員等（入札参加者の役員又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者等をいう。以下同じ。）が暴力団員（条例第２条第２項に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められる者でないこと。
２　暴力団（条例第２条に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者でないこと。
３　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者でないこと。
４　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者でないこと。
５　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者でないこと。
６　前項に違反したときには、契約の解除、違約金の請求その他の秋田県知事が行う一切の措置について異議を述べないこと。

以上
注　企業ごとに作成し、様式番号に枝番を付加してください（例　様式第3-1-4-1、3-1-4-2）。
2


[bookmark: _Toc235800679]（様式第3-1-5号）役員名簿
令和８年　月　日

役員名簿


秋田県知事　鈴 木 健 太 様
共同企業体名：　　　　　　　　　　　　
共同企業体構成員
所在地：　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　  
代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　印









	（フリガナ）
氏名
	生年月日
	性別
	備考（役職名等）

	
	年　月　日
	男・女
	

	
	年　月　日
	男・女
	

	
	年　月　日
	男・女
	

	
	年　月　日
	男・女
	

	
	年　月　日
	男・女
	

	
	年　月　日
	男・女
	

	
	年　月　日
	男・女
	

	
	年　月　日
	男・女
	

	
	年　月　日
	男・女
	



[bookmark: _Hlk161409988]注１　企業ごとに本様式を作成し、様式番号に枝番を付加してください（例　様式第3-1-5-1、3-1-5-2）。
注２　役員等とは、監査役（常勤・非常勤問わず）や社外取締役・社外監査役も含む、現在事項全部証明書に記載のある全ての者を指します。
注３　行が不足する場合は、適宜、行を挿入して記入してください。
注４　単独企業で応募する場合には、本頁右上の共同企業体名の記入欄及びその下の「共同企業体構成員」の文言を削除して使用ください。



[bookmark: _Toc235800680]（様式第3-2-1号）【同種業務ア】
下水道管路施設の点検又は調査業務の履行実績（有効期間を設けない）を記載すること。
なお、対象は参加資格確認申請書の提出期限までに完了している案件とし、最大５件とする。
	商号又は名称：

	①
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	②
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	③
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	④
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	⑤
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	


注１　履行実績が確認できる契約書等の写しを添付すること
（必要に応じて仕様書等契約内容がわかる書類を求める場合があります。)
注２　共同企業体で応募する場合には、企業ごとに作成し記入すること。


[bookmark: _Toc235800681]（様式第3-2-1号）【同種業務イ】
下水道又は集落排水のマンホール形式ポンプ場の保守点検業務の履行実績（有効期間を設けない）を記載すること。
なお、対象は参加資格確認申請書の提出期限までに完了している案件とし、最大５件とする。
	商号又は名称：

	①
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	②
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	③
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	④
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	⑤
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	


注１　履行実績が確認できる契約書等の写しを添付すること
（必要に応じて仕様書等契約内容がわかる書類を求める場合があります。)

注２　共同企業体で応募する場合には、企業ごとに作成し記入すること。
2
[bookmark: _Toc235800682]（様式第3-2-1号）【同種業務ウ】
下水道に関するストックマネジメント計画策定業務の同種又は類似業務の実績
	会社名：

	問い合わせ連絡者
	(TEL)

	業務番号(業務番号がない場合は業務名)
	



	業　務　名
	発　注　者　名
· 契約担当機関名
· 担当事務所名
	箇　所　名
(1) 都道府県
(2) 施工地名
	契約金額
（百万円）
	履　行　期　間
（年月、○ヶ月）
	受注形態
（ＪＶの場合出資比率）
	業務の概要
【条件に関連する業務種別、業務数量等を記載のこと】
	ＴＥＣＲＩＳ
(1)登録の有無
(2)登録番号

	
	(1)

(2)
	(1)

(2)
	
	  年　 月～
      年 　 月

 （　　　ヶ月）
	単体・ＪＶ

（　　　％）
	
	登録：有・無

番号：

	
	(1)

(2)
	(1)

(2)
	
	  年　 月～
      年 　 月

 （　　　ヶ月）
	単体・ＪＶ

（　　　％）
	
	

	
	(1)

(2)
	(1)

(2)
	
	  年　 月～
      年 　 月

 （　　　ヶ月）
	単体・ＪＶ

（　　　％）
	
	


注１　入札参加資格とされている同種又は類似業務に該当する主要な業務の実績について、的確に判断できるよう具体的に記載すること。なお、記載に不備・不足がある場合は追加の資料提出を求める場合がある。
注２　同種又は類似業務とは、入札説明書に示すものとし、国、特殊法人（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）第２条第１項に規定する特殊法人等をいう。）、地方公共団体（事業団を含む。）又は秋田県における市町村橋梁等長寿命化連絡協議会のいずれかが発注した業務に限る（建築関係建設コンサルタント業務を除く。）。
注３　複数の業務を記載する場合は、秋田県発注、それ以外の公共、民間（建築関係コンサルタント業務の場合に限る。）の順に記載すること。
注４　記載した業務の完了年月日が確認できる資料の写し及び金抜き設計書、設計図面、特記仕様書等で同種業務であることが確認できる資料の写しを添付すること。ただし、ＴＥＣＲＩＳに登録し、その内容が確認できる場合は不要とする。（登録番号を記載すること。）
注５　ＪＶで実施した業務については、入札説明書に示す出資比率以上の場合のみ実績として認めるので、協定書の写しを添付すること。なお、複数企業の実績を提示する場合は企業ごとに添付すること。
[bookmark: _Toc235800683]（様式第3-2-2号）保有資機材の状況
以下の業務遂行に必要となる資機材の保有状況を記載すること。保有資機材の台数については、企業ごとに記載すること。

	機材名
	用途
	保有台数（企業名）
	備考

	高圧洗浄車
	ＭＰの保守点検業務や住民対応業務に際しての管路内洗浄等に使用
	
	

	管口カメラ
	本管の管口カメラ点検に使用

	
	

	取付管用テレビカメラ
	空気弁内調査および住民対応業務に際しての取付管内の確認作業に使用
	
	

	給水車
	管路内洗浄等に用いる洗浄水の給水に使用
	
	

	吸泥車
	堆積した汚泥等の清掃に使用

	
	

	作業車両
	各種業務において使用

	
	

	酸素濃度等測定器
	管路、マンホール内等の作業に際して使用
	
	

	発電機
	点検業務、住民対応業務等に使用

	
	

	ＯＡ機器
	提出書類の作成等に使用

	記載不要
	

	その他必要なもの
	

	
	








[bookmark: _Toc235800684]（様式第3-2-3号）現場代理人の経歴・資格

令和　年　月　日現在
	現場代理人氏名
	生年月日

	現所属・役職名：
	職種

	保有資格（資格の種類＜部門・分野＞、登録番号、取得年月日）

	資格の種類（部門・分野）
	登録番号
	取得年月日

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	学歴




	職歴



	実務経験年数

年

	業務経歴
（年度）　　　　　　（業務）　　　　　　（担当）　　　　　　（発注者）









	関連業務経験年月数：
（下水道施設）	年	月，（類似施設）	年	月


※添付書類　３月以上の雇用関係があることが確認できる健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書及び雇用保険被保険者資格喪失届・氏名変更届等の写し、又はこれらに準ずる資料



[bookmark: _Toc235800685]（様式第3-2-4号）配置予定技術者の資格・業務経歴等
更新計画案作成業務の配置予定技術者の資格・業務経歴等
	会社名：

	問い合わせ連絡者
	(TEL)

	業務番号(業務番号がない場合は業務名)
	



	配置予定の立場
	氏　　名
	保有する資格
・法令による資格の名称、取得部門分野、登録番号、取得年月日

	
	
	

	担当技術者
	
	

	担当技術者
	
	

	担当技術者
	
	

	担当技術者
	
	


注１　この様式に記載するいずれの技術者も資格要件等を満たさない場合は入札参加資格無しと判断するため、技術者の候補が複数いる場合は全て記載できるものであること。
注２　資格を証する書面の写しを添付すること。
[bookmark: _Hlk188882383]注３　雇用関係及び常勤性があることを確認できる健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書及び雇用保険被保険者資格喪失届・氏名変更届（資格取得年月日と事業所名の記載があるもの。）等の写し、又はこれらに準ずる資料を添付すること。
注４　複数企業の実績を提示する場合は企業ごとに添付すること。























[bookmark: _Toc43730257][bookmark: _Toc235800686]４　入札時の提出書類






















[bookmark: _Toc43730258][bookmark: _Toc235800687] (1) 入札書等
[bookmark: _Toc235800688]
（様式第4-1-1号）入札書

入　　札　　書


令和　　　 年　　　 月　　　 日　

　（宛先）
契約担当者　　秋田県知事　鈴木 健太


	代表者が入札
する場合
	住　　　　所
商号又は名称
氏　　　　名
	


印 

	代理人が入札
する場合
	代理人氏名
	
印 

	
	委任者の商号
又は名称
	







次のとおり入札します。
	入札に付する事項
	秋田県下水道管路等包括管理業務委託（第３期）

	入札金額
	￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




· 当該金額に１０／１００に相当する額を加算した金額が法律上の入札金額である。


[bookmark: _Toc235800689]（様式第4-1-2号）委任状

委　　任　　状



令和　　　 年　　　 月　　　 日　


（宛先）
契約担当者　　秋田県知事　鈴木 健太


代 理 人 印



　　　 住所
私は 氏名　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　　　を代理人と定め






　（入札に付する事項）秋田県下水道管路等包括管理業務委託（第３期）の入札書等及び提案審査書類の提出を委任します。






委任者　　住　　　　所
商号又は名称
　氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



[bookmark: _Toc235800690]（様式第4-1-3号）事業費内訳書


※ 本様式はMicrosoft Excel形式を参照のこと。



2



















[bookmark: _Toc43730259][bookmark: _Toc235800691] (2) 提案審査書類提出届等
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[bookmark: _Toc235800692]（様式第4-2-1号）提案審査書類提出届
[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK4]令和８年　月　日

提案審査書類提出届

秋田県知事　鈴 木 健 太　様


入札参加者：共同企業体の名称　
代表者	住所：　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　  
代表者氏名：　　　　　　　　　　印

令和８年７月３１日付で入札公告のありました「秋田県下水道管路等包括管理業務委託（第３期）」の入札説明書に基づき、提案審査書類を提出します。
なお、提案審査書類の記載事項及び添付書類について、事実と相違ないことを誓約します。

	担当者　所属
	

	担当者　氏名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


[bookmark: _Toc235800693][bookmark: _Toc175366112]
（様式第4-2-2号）提案確認書
令和８年　月　日

提案確認書

	必要書類
	部数
	入札
参加者
確認
	県
確認

	(2) 提案審査書類提出届等

	（様式第4-2-1号）提案審査書類提出届
	１部
	
	

	（様式第4-2-2号）提案確認書
	
	
	

	（様式第4-2-3号）業務要求水準に関する誓約書
	
	
	

	（様式第4-2-4号）要求水準チェックリスト
	
	
	

	(3) 技術提案書

	（様式第4-3-1号）提案概要書
	正本 １部
副本 12部
	
	

	（様式第4-3-2号）業務方針
	
	
	

	（様式第4-3-3号）実施体制、技術者配置計画
	
	
	

	（様式第4-3-4号）安全・危機管理
	
	
	

	（様式第4-3-5号）管路施設維持管理
	
	
	

	（様式第4-3-6号）マンホール形式ポンプ場維持管理
	
	
	

	（様式第4-3-7号）統括管理
	
	
	

	（様式第4-3-8号）更新計画案作成
	
	
	

	（様式第4-3-9号）地域貢献
	
	
	

	（様式第4-3-10号）秋田県及び関連市町村での広域的な業務に関する提案
	
	
	

	（様式第4-3-11号）維持管理と更新の一体マネジメント
	
	
	

	（様式第4-3-12号）段階的確定業務の考え方
	
	
	


注　必要書類が必要部数そろっていることを確認したうえで、入札参加者確認の欄に○印を記入すること（県確認欄は、県が使用する）。
[bookmark: _Toc235800694]
（様式第4-2-3号）業務要求水準に関する誓約書
令和８年　月　日

業務要求水準に関する誓約書

秋田県知事　鈴 木 健 太　様


入札参加者：共同企業体の名称　
代表者	住所：　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　  
代表者氏名：　　　　　　　　　　印

	
令和８年７月３１日付で入札公告のありました「秋田県下水道管路等包括管理業務委託（第３期）」についての技術提案書の内容は、入札説明書等に定められている業務要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。



担当者氏名：

登録記号	
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[bookmark: _Toc235800695]（様式第4-2-4号）要求水準チェックリスト

以下の主な要求水準等に関係記載について、関連する技術提案書の記載箇所を、入札参加者記載欄に記載すること。なお、該当する要求水準に別紙が含まれる場合は、当該別紙についても技術提案書の該当箇所に含め、記載箇所が複数にわたる場合は、全ての内容を明記すること。また、灰色の着色項目は、技術提案内容との対応付けを求めるものではなく、記載の有無は審査に影響しない。

要求水準チェックリスト

	主な要求水準等の関係記載
	入札参加者記載欄
	県
確認

	
	記載頁
	記載箇所
	

	第１章　総則
	１.１.
	目的
	PXX
	XX行目記載
	

	
	１.２.
	適用範囲
	
	
	

	
	１.３.
	用語の定義
	
	
	

	
	１.４.
	費用の負担
	
	
	

	
	１.５.
	履行期間
	
	
	

	
	１.６.
	秘密の保持等
	
	
	

	
	１.７.
	法令等の遵守
	
	
	

	
	１.８.
	中立性の堅持
	
	
	

	
	１.９.
	公益確保の義務
	
	
	

	
	１.１０.
	不誠実な行為等の禁止
	
	
	

	
	１.１１.
	提出書類
	
	
	

	
	１.１２.
	官公署等への手続き
	
	
	

	
	１.１３.
	業務実施体制
	
	
	

	
	１.１４.
	再委託先の届出
	
	
	

	
	１.１５.
	地域住民等との協調
	
	
	

	
	１.１６.
	協力義務
	
	
	

	
	１.１７.
	損害賠償及び補償
	
	
	

	
	１.１８.
	工程管理
	
	
	

	
	１.１９.
	業務事務所
（業務場所）
	
	
	

	
	１.２０.
	機材の準備
	
	
	

	
	１.２１.
	打合せ及び記録
	
	
	

	
	１.２２.
	貸与資料及び貸与品
	
	
	

	
	１.２３.
	参考図書
	
	
	

	
	１.２４.
	証明書の交付
	
	
	

	
	１.２５.
	提案に基づく業務
	
	
	

	
	１.２６.
	業務内容等の段階的確定及び決定手続き
	
	
	

	第２章　安全管理
	２.１.
	一般事項
	
	
	

	
	２.２.
	安全教育
	
	
	

	
	２.３.
	労働災害防止
	
	
	

	
	２.４.
	局地的な大雨に対する安全確保について
	
	
	

	
	２.５.
	公衆災害防止
	
	
	

	
	２.６.
	災害への対応
	
	
	

	
	２.７.
	緊急巡視への対応
	
	
	

	
	２.８.
	その他
	
	
	

	第３章　業務内容
	共通
	３.１.１.
	一般事項
	
	
	

	
	
	３.１.２.
	統括管理
	
	
	

	
	
	３.１.３.
	下水道管路施設等の性能全般に関する要求事項
	
	
	

	· 
	
	３.１.４.
	対象区域と対象施設
	
	
	

	· 
	管路施設
維持管理業務
	３.２.１.
	管路施設巡視業務（流域下水道・公共下水道）
	
	
	

	· 
	
	３.２.２.
	管路施設点検業務（流域下水道・公共下水道）
	
	
	

	· 
	
	３.２.３.
	仕切弁等点検業務（流域下水道）
	
	
	

	· 
	
	３.２.４.
	管路洗浄業務（流域下水道・公共下水道）
	
	
	

	· 
	
	３.２.５.
	管渠調査業務（計画的調査）（流域下水道・公共下水道）
	
	
	

	· 
	
	３.２.６.
	不明水調査業務（公共下水道）
	
	
	

	· 
	
	３.２.７.
	清掃業務（公共下水道）
	
	
	

	· 
	
	３.２.８.
	管路施設小破修繕業務（流域下水道・公共下水道）
	
	
	

	· 
	
	３.２.９.
	住民対応業務（流域下水道・公共下水道・集落排水）
	
	
	

	· 
	マンホール形式ポンプ場
維持管理業務
	３.３.１.
	マンホール形式ポンプ場保守点検業務（公共下水道・集落排水）
	
	
	

	· 
	
	３.３.２.
	緊急対応業務（公共下水道・集落排水）
	
	
	

	· 
	更新計画案作成業務
	３.４.
	更新計画案作成業務
	
	
	

	第４章　その他
	４.１.
	モニタリング
	
	
	

	
	４.２.
	業務の完了
	
	
	

	
	４.３.
	業務準備期間及び業務移行期間
	
	
	

	
	４.４.
	委託料等の支払い
	
	
	

	
	４.５.
	その他
	
	
	





登録記号	

2



















[bookmark: _Toc43730260][bookmark: _Toc235800696] (3) 技術提案書

2


	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800697]（様式第4-3-1号）　提案概要書
	（様式第4-3-1号）　提案概要書

	公表を前提に技術提案書の概要を記載してください。（最大枚数：A4×3頁）




















































	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800698][bookmark: _Toc175366113]（様式第4-3-2号）　業務方針
	（様式第4-3-2号）　業務方針

	次の点を含めて記載してください。（最大枚数：A4×1頁）

・本業務の目的、背景を踏まえた業務理解
・本業務の10年間で業務を適切に実施するための方針
















































	登録記号
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	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800699]（様式第4-3-3号）　実施体制、技術者配置計画
	（様式第4-3-3号）　実施体制、技術者配置計画

	次の点を含めて記載してください。（最大枚数：A4×2頁）

・本業務を実施するために必要な人員配置の計画
・単独の企業又は複数の企業から構成される共同企業体における業務の役割分担
・欠員等が生じた場合においても業務を継続的に実施するための補完・応援体制の考え方
・10年の業務期間中、本業務を適切に実施するために要する人材の育成・確保方針














































	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800700]（様式第4-3-4号）　安全・危機管理
	（様式第4-3-4号）　安全・危機管理

	次の点を含めて、記載してください。（最大枚数：A4×3頁）

・本業務期間中に想定されるリスク
・通常時の安全管理、危機管理及び事故予防に対する考え方と要求水準を満たすための対応方法及び工夫
・異常時、緊急時、災害時等の対応方法
・下水道管路に係る近年の事故を踏まえ、安全管理、危険予知に対する意識を共有し、事故を予防するための実効性のある仕組み










































	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800701]（様式第4-3-5号）　管路施設維持管理
	（様式第4-3-5号）　管路施設維持管理

	要求水準書別紙1を参照し、管路施設維持管理のうち、事業着手時点において実施するとした業務について、次の点を含めて、記載してください。（最大枚数：A4×3頁）

・巡視、点検、洗浄、計画的調査、清掃について、要求水準を満たすための進め方及び工夫
・点検、計画的調査を効率的かつ効果的に進めるための創意工夫
・緊急対応が必要な異常を発見した場合の対応の考え方
・不明水調査、管路施設小破修繕、住民対応が必要となった場合の対応の考え方

【事業着手時点において実施するとした業務】
・巡視（男鹿市を除く）
・点検（秋田県の仕切弁等を含む）
・洗浄（男鹿市を除く）
・計画的調査（同上）
・不明水調査（潟上市のみ）
・清掃（潟上市、三種町、大潟村のみ）
・管路施設小破修繕（秋田県のみ）
・住民対応（男鹿市を除く）
































	登録記号
	


39
	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800702]（様式第4-3-6号）　マンホール形式ポンプ場維持管理
	（様式第4-3-6号）　マンホール形式ポンプ場維持管理

	要求水準書別紙1を参照し、マンホール形式ポンプ場維持管理のうち、事業着手時点において実施するとした業務について、次の点を含めて、記載してください。（最大枚数：A4×1頁）

・保守点検について、要求水準を満たすための進め方及び工夫
・保守点検を効率的かつ効果的に進めるための創意工夫
・緊急対応が必要となった場合の対応の考え方

【事業着手時点において実施するとした業務】
・保守点検業務（秋田県を除く）
・緊急対応業務（秋田県、男鹿市、大潟村を除く）










































	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800703]（様式第4-3-7号）　統括管理
	（様式第4-3-7号）　統括管理

	次の点を含めて記載してください。（最大枚数：A4×1頁）

・統括的に業務をマネジメントし、要求水準を満たすための考え方、方法
・モニタリングの実施方法が示されているか
・複数業務の統括的なマネジメントによる利点を活かした有効な提案及び課題を解消する提案














































	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800704]（様式第4-3-8号）　更新計画案作成
	（様式第4-3-8号）　更新計画案作成

	要求水準書別紙1を参照し、更新計画案作成のうち、事業着手時点において実施するとした業務について、次の点を含めて、記載してください。（最大枚数：A4×1頁）

・更新計画案作成に向けた維持管理情報の収集、管理、分析の方法
・更新計画案作成を適切に進めるための工夫

【事業着手時点において実施するとした業務】
・管路施設（男鹿市を除く）
・マンホール形式ポンプ場自動通報装置（秋田県と三種町を除く）











































	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800705]（様式第4-3-9号）　地域貢献
	（様式第4-3-9号）　地域貢献

	次の点を含めて、記載してください。（最大枚数：A4×2頁）

・緊急時の連携・協力体制の効果的な構築による地域住民の不安解消や、業務を通じた現状のサービス水準の向上、および住民理解を促進するための周知活動など、地域社会へ貢献する取組や工夫
















































	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800706]（様式第4-3-10号）　秋田県及び関連市町村での広域的な業務に関する提案
	（様式第4-3-10号）　秋田県及び関連市町村での広域的な業務に関する提案

	次の点を含めて、記載してください。（最大枚数：A4×1頁）

・秋田県及び関連市町村が一体的に業務を実施する背景・目的
・業務を進める上での主要な課題・重要事項
・業務を効果的かつ効率的に進めるための工夫
















































	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800707]（様式第4-3-11号）　維持管理と更新の一体マネジメント
	（様式第4-3-11号）　維持管理と更新の一体マネジメント

	次の点を含めて、記載してください。（最大枚数：A4×1頁）

・情報連携に関する協定書を踏まえ、維持管理情報及び更新計画案に関する連携の考え方及び進め方

















































	通し番号
	○／○



[bookmark: _Toc235800708]（様式第4-3-12号）　段階的確定業務の考え方
	（様式第4-3-12号）　段階的確定業務の考え方

	要求水準書別紙1を参照し、段階的確定業務について、次の点を含めて、記載してください。（最大枚数：A4×1頁）

・業務期間中に段階的確定業務が発生した場合も業務を継続的、安定的に実施するための方法
・段階的確定業務を適切に実施するための工夫

<段階的確定業務>
【管路施設維持管理業務】
・巡視（男鹿市のみ）
・洗浄（同上）
・計画的調査（同上）
・清掃（秋田県、男鹿市、五城目町、八郎潟町、井川町のみ）
・管路施設小破修繕（秋田県を除く）
・住民対応（男鹿市のみ）

【マンホール形式ポンプ場維持管理業務】
・緊急対応（男鹿市、大潟村）

【更新計画案作成業務】
・管路施設（男鹿市のみ）
・マンホール形式ポンプ場機械・電気設備（秋田県を除く）
































[bookmark: _Toc43730267]
登録記号	

39

39


















[bookmark: _Toc235800709]５　入札辞退時の提出書類


[bookmark: _Toc235800710]（様式第5号）入札辞退届
令和　　年　　月　　日

（宛先）秋田県知事　鈴木　健太



所在地又は住所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印




入　札　辞　退　届




次の入札案件について、入札を辞退します。








入札案件名　　秋田県下水道管路等包括管理業務委託（第３期）

39
